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東日本大震災・福島原発事故から５年
国は被災者の生活再建に最後まで責任を果たすべき
復興の歩みはまだまだ遅々としており、被災地の現状は深刻です。被災地の苦難を直視しない安倍政権の姿勢にいら立ちの声が上がっています。国は、被災者の願いを正面から受け止め、寄り添った支援を、抜本的に強めるべきです。　　　　　ｐ被災地の暮らしと経済をさらに苦境に追い込む来年４月からの消費税増税や、被災地の農業・水産業を直撃する環太平洋連携協定（ＴＰＰ）を推し進めることなど絶対に許されません。被災者が明日への希望の持てる政治への転換がいよいよ必要となっています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｐ事故を起こした原子炉の内部はいまだによくわからず、廃炉のめども立ちません。県内外で１０万人近い福島県民が避難生活を送り、「関連死」も増え続けています。原発周辺ではふるさとに帰れないままです。原発事故の被害は、５年たっても拡大を続けています。福島切り捨てを許さず､福島から｢原発ゼロ｣を進めていくことが重要です｡　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐｐ福島原発事故は、技術的に未完成な原発が事故を起こせばコントロールできなくなり､時間的･空間的にも社会的にも大きな被害を及ぼすことを浮き彫りにしました。大量の放射性物質が飛び散る原発事故の大きな特徴は、被害がいつまでも拡大し続けることです。

ｐ福島原発事故から５年を前にした３月９日、大津地裁は関西電力高浜原発３、４号機の運転差し止めを命じました。運転中の原発への初の停止命令です。１月に再稼働した３号機は運転を停止、２月に再稼働しわずか３日で停止した４号機も運転できなくなります。大津地裁の決定が、過酷事故対策など安全が確保されていないと明言しているように、原発の危険性は明らかです。　　　　　　　　ｐ
ｐ「福島切り捨て政治」と「原発固執政治」を正し、福島でも全国でも「原発ゼロ」を実現していくことが不可欠です。
市は、住民サービスとして、コピー機の設置を継続せよ！！
ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/　　　　　

ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野宅）　　
３月市議会 最終日は２４日 星野公平の一般質問（３月３日）
１、地方創生に関して
（１）「人口ビジョン」について、

【質問】① 何が分かったのか。② 桑名市は何を決めたのか。　
【答弁】① ２０６０年には人口が１０万人を割り込む。② 現状、転出より転入が多い状況にある。③ 就学・就労時期に転入より転出が増える。④ 昼間・夜間の人口移動が大きい。⑤ 平日の昼間の滞在人口が減少する。以上の事から、昼間の滞在人口を増やしていくための対策が必要である事と駅周辺のマンション需要、駅周辺の用途地区の緩和、中心市街地の高度利用化を図る事で、人口が増加する可能性があることが分かった。
２０６０年の人口を１２３，３８５人と目標として、「長期的に続ける事で効果が緩やかに表れる政策」と「短期施策の繰り返しによる実績で効果が表れる政策」（総合戦略）を実施していく事にした。
【再質問】合計特殊出生率２．０７の根拠は。
【答弁】国の１億人の基準に従い、国の目標に向かって設定。
（２）「総合戦略」について、

【質問】① 何を決めたのか。② これで「人口ビジョン」の実現は可能なのか。
【答弁】「暮らす」と「インバウンド」の２つを定めた。（省略、詳細は桑名市のＨＰから見てください。）
「総合戦略」は５年間の計画で、「人口ビジョン」は２０６０年までの人口を推計したものです。５年間の取組みのみで、４５年後の人口１２３，３８５人になるものではありません。
【再質問】具体的に国にどのような事業を提案（申請）しているのか。国からの交付金をどれ位期待しているのか。
【答弁】現在、募集期間中です。
（３）「立地適正化計画」について、
【質問】① 計画の進行状況は。② 「コンパクトシティ」は必要なのか。
【答弁】今年度は、「都市機能誘導区域」、「居住誘導機域」に関する方針設定まで行う。来年度以降、これらを順次設定していく。安全・安心な暮らしを守り、利便性や快適性の向上を図る長期的な施策として、「コンパクトシティ」に向けた取り組みは重要です。
【再質問】副市長、計画を作るだけで３０００万円も無駄だと思いませんか。
【答弁】国の計画に沿って作成するもので必要です。
（４）「道州制」に対する市長の考えは、
【答弁】基礎自治体である市町から道州制について積極的に意見する事はそぐわない。
（５）「中小企業振興条例」の必要性について、
【要望】先の議員に対する答弁で「中小企業振興条例」や「公契約条例」の検討を研究していくと言う事なので答弁を求めず。「報連相」の確行をお願いする。
２、社会保障に関して
（１）医療分野で「データヘルス計画」について、
【質問】① この計画で良いのか。
【答弁】子どもの喘息については、喘息を悪化させる遠因と言われる家族の喫煙率を下げる対策として、親子健康手帳発行時にパンフレットを配布し啓発を行う。
大人の糖尿病については、生活習慣を改善するため、個別に保健指導を行い、糖尿病の重症化予防に取り組んでいく。
【要望】保健指導の率が悪いが、頑張って欲しい。
（２）介護分野での「総合事業」について、
【要望】① 今年度の状況から来年度どうするのか（時間の関係で答弁を求めず。）
今年度の実施状況は、えぷろんサービス（３.６％）、おいしく食べよう訪問（０％）、
栄養いきいき訪問（１２.６％）、お口いきいき訪問（０％）、通いの場応援隊（０％）、
シルバーサロン（１２４.４％）（注、これだけは介護からの追い出しで高くなっている。）、健康・ケア教室（５０.０％）、くらしいきいき教室（４.６％）です。
来年度どうするのか。十分検討して欲しい。
② 介護認定との関係で、自費で介護を受けるケースが増えているようです。実態を調べていただきたい。
３、教育に関して
（１）「教育大綱」と「くわなっ子育成方針」について、
【質問】① 二つの関係は。② 子供たちに夢をどのように持たせるのか
【答弁】「教育大綱」は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき、市長が策定したもので、本市の教育が目指す基本的な方向性になっている。「くわなっ子育成方針」は、市教育委員会が定めたもので、桑名市における共通課題に対して重点教育目標を定め、各園・学校において積極的に実践・研究する項目を提示するなど、具体的・実践的な内容になっている。二つの整合性はこれから検討するが、桑名市総合計画を基本とし、「教育大綱」を斟酌して「くわなっ子育成方針」を作成していく。「くわなっ子育成方針」は学校だけでなく、保護者や地域の方々にも広く知って頂く。
子どもたちが夢を持つためには、「自分の好きな事や得意な事を増す事」「苦手な事や初めて経験する事にも失敗を恐れず取り組む経験を重ねる事」「より良い生活や学習、進路や生き方を目指して自ら課題を見出して取り組む事」等重要です。
子どもたち自身が、身近な所に目標を掲げて、仲間と共にチャレンジし続け、成し遂げる経験を重ねる事を大切にしながら教育活動を行っている。教育環境をしっかり整えると共に、子どもたち一人一人に寄り添いながら発達段階に応じた支援をする事で、子どもたちに夢を思い描くことができるように取り組んでいく。
【再質問】教育環境の整備で、小学校のエアコンは検討課題に入りますか。
【答弁】重要な課題と認識している。
（２）小中一貫教育について、
【要望】小・中一貫校の背景には、学校統廃合を進める国の姿勢があり、学校選択制とセットで導入され、教育格差の拡大につながるものであります。やるべきことは、少人数学級の推進です。
「学校教育あり方検討委員会」には危惧を抱くものです。
請願の採択状況
請願第１号　ＴＰＰ協定を国会で批准しないことを求める請願
請願団体　農民運動三重県連合会
請願第２号「安全保障関連法の廃止を求める意見書」の提出を求める請願書
請願団体　戦争法の廃止を求める桑名市民の会
総務安全委員会で「『安全保障関連法の廃止を求める意見書』の提出を求める請願書」が賛成４人、反対３人で採択されました。私は、委員会に出席し、追加説明を行いました。
「① 廃止二法案は、集団的自衛権行使を可能にする武力攻撃事態法など関連する法律１０本を一括して改正した「平和安全法制整備法」と、国際貢献を目的に他国軍支援を随時可能にする「国際平和支援法」をそれぞれ廃止するとしている。② 桑名市議会からの「平和安全法制関連法案」の慎重審議を求める意見書。これらの法案が成立すれば自衛隊の活動が限りなく広がっていく可能性も危惧される。専守防衛に徹してきた戦後70年の国の根幹を変えるに至る法案であることから、国民の声に真摯に耳を傾け、国民が内容・課題・問題点を理解するよう慎重な審議を行うように強く求める。③ ３月末にも「安全保障関連法」は、施行されようとしています。今、自衛隊ＰＫＯは南スーダン（海外）に派兵されています。いつ、殺し殺される事態が発生するか分かりません。国会には、「廃止法案」が野党５党の共同で出されています。１日でも早い廃案を求めるものです。」
都市経済委員会では、請願「ＴＰＰを国会で批准しないことを求める請願」の採決を行い３対３の同数で、委員長判断で不採択になりました。委員でもある私は、追加説明を行いました。
「安倍政権は８日、ＴＰＰの承認案と関連法案を国会へ提出しました。ＴＰＰはコメや牛肉などの農産物を含め関税を原則として撤廃、輸入を拡大し、食の安全、著作権、雇用、医療などあらゆる分野で多国籍大企業に有利なアメリカ中心のルールを押し付けるものです。３月中にも衆議院に特別委員会を設置して法案審議に入り、今国会で成立させることを狙っています。ＴＰＰは、２０１２年総選挙で自民党は公約を破って交渉に参加し、国会決議にも反して合意・署名されたものです。「コメ、麦、牛肉・豚肉、乳製品、甘味資源作物などの農林水産物の重要品目について、引き続き再生産可能となるよう除外または再協議の対象とすること」「１０年を超える期間をかけた段階的な関税撤廃も含め認めないこと」……。日本の農業を破壊するだけでなく、国境を越えてもうけを追求する多国籍大企業のために規制を緩和し、各国の経済主権を侵害します。関連法案には、農林水産分野では、ＴＰＰによる関税大幅削減の打撃を避けられない牛・豚肉の畜産農家の赤字を補填する施策などを盛り込んでいます。ＴＰＰの発効には少なくとも、署名した１２カ国中の６カ国、国内総生産（ＧＤＰ）で８５％以上を占める諸国が国内の承認手続きを完了することが必要です。単独で１５％超を占める日本一国が承認しないだけでも、発効条件が満たされません。ＴＰＰは日本とアメリカがともに批准しなければ発効しません。アメリカでも多くの大統領候補が反対しています。ＴＰＰゴリ押しの安倍政権に道理はありません。国会での徹底審議を通じ、政府が各国と合意したＴＰＰの反国民的な内容を余さず明らかにするとともに、ＴＰＰを国会で批准しないことを求めるものです。」出席７委員で意見開陳を行う。（１名欠席）委員長を除いて６名中３名が賛成する。同数になり委員長判断で、残念ながら不採択になる。私を除く、他の２名の意見開陳では、Ａ氏は「食料は自給自足すべき。地域農業はなりたたなくなる。」Ｂ氏は「ＩＳＤ、非関税、知的財産等で問題。中小企業を応援しており、グローバリズムは問題。」と発言。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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